
「IPM実践指標モデル」について（例︓⽔稲）

（掲載の都合上、⼀部省略）
（参考）https://www.maff.go.jp/j/syouan/syokubo/gaicyu/g_ipm/attach/pdf/index-7.pdf

（３）総合的病害⾍・雑草管理（IPM）実践指針の策定
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「IPM実践指標モデル」について（⽔稲以外の10作物）

【現状】
⽔稲以外に、以下10作物についてIPM実践指標モデルを策定

⼤⾖、キャベツ、施設いちご、施設トマト、かんきつ、なし、りんご、茶、
さとうきび、露地きく

【策定の背景】
○⽔稲以外のIPM実践指標モデルの策定にあたっては、

①栽培⾯積、②全国的な栽培がある、③露地栽培が主体である、④化学合成農薬による防除
回数を考慮することとされた。

○平成17年度に、キャベツ（選定理由︓他のアブラナ科作物への応⽤を期待）及びカンキツ
（選定理由︓個別技術の蓄積及び栽培⾯積を考慮）を対象に策定された。

○その後、栽培⾯積が⼤きいこと、栽培地域に偏りがないこと、IPM要素技術が⼀定程度確⽴
していることを基本として、都道府県への要望調査結果等を踏まえて、平成19年度に、以下
８作物を対象に策定された*。

りんご、なし、⼤⾖、茶、露地きく、施設トマト、 施設いちご、さとうきび
*︓地⽅農政局及び内閣府沖縄総合事務局が中⼼となり、都道府県及び農研機構と協⼒して作業が⾏われた。

平成17年度以降、消費・安全対策交付⾦も活⽤しながら、以下取組を⽀援及び推進。
・都道府県におけるIPM実践指標の策定
・IPM実践地域の育成

（３）総合的病害⾍・雑草管理（IPM）実践指針の策定
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策定 策定、検証 前調査試験 検証 拡充 検証、拡充 改良
計R6R5R4R3R2R1H30H29H28H27H26H25H24H23H22H21H20H19H18H17

4260317164101317821212139223947424433策定
2------1-----------1-策定、検証

2981697996111315183321177111317192522前調査試験
663293227332335274342221939495446523733210検証
19901379118610162223219105201170拡充
4-------------1-12---検証、拡充

247427416101312322414241514111274220改良
1,839497242726769691071081521101101149110111712710710055総計

■都道府県におけるIPM実践指標の策定等状況（H17〜R6年度）

（３）総合的病害⾍・雑草管理（IPM）実践指針の策定

○IPM実践指標の新規策定件数は、近年、減少傾向。
○⼀⽅、前調査試験や策定済実践指標の検証⼜は改良等は、40〜60件/年程度で推移。
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策定品⽬例策定品⽬品⽬カテゴリー
トマト・ミニトマト、いちご、なす、きゅうり、ねぎ、キャベツ、ほうれんそう、
アスパラガス、レタス、ピーマン等

49野菜類1

なし、かんきつ、温州みかん、ぶどう、もも、りんご、かき等28果樹類2
きく、トルコギキョウ、ばら等13花き類3
⽔稲、⻨類（⼤⻨、⼩⻨）、雑穀類、そば6穀類4
かんしょ、さといも、さつまいも、ばれいしょ、ながいも5いも類5
だいず1⾖類6
－1茶7

103計

策定件数品⽬名
32⽔稲1
31トマト（ミニトマトを含む。）2
25いちご3
21なす（⽶なすを含む。）4

－策定品⽬別件数(上位）－

注）集計にあたり、栽培体系の区別は⾏っていない。

○これまでに各都道府県で策定されたIPM実践指標について、策定品⽬数は約100。カテゴリー別では
野菜類・果樹類で多く、個別品⽬では⽔稲、トマト、いちご、なす等で多い。

○策定された実践指標は、HPや防除指針等に掲載すると共に、講習会や研修会等で周知・指導。

－策定品⽬（カテゴリー別）－

（３）総合的病害⾍・雑草管理（IPM）実践指針の策定
■都道府県におけるIPM実践指標の策定等状況（H17〜R6年度）

策定件数品⽬名
17きゅうり5
17なし6
16ねぎ7
15だいず8
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（参考及び引⽤）⼩⾖島いちご部会HP
https://www.shodoshima15.com/archives/3849

【⼩⾖島いちご部会】
・多くの⽣産者が総合防除に取り組んでいる
・⼩⾖島では、例えばフェロモントラップや粘着板を活⽤した

害⾍発⽣の予察、物理的な害⾍抑制、害⾍の天敵放飼、UV-B 
（紫外線）照射による病害⾍防除など、積極的に取り組んで
いる。

（2024年11⽉4⽇付け部会ホームページより引⽤）

R4R3R2R1Ｈ30Ｈ29Ｈ28Ｈ27Ｈ26Ｈ25Ｈ24Ｈ23Ｈ22Ｈ21Ｈ20Ｈ19Ｈ18Ｈ17

35454878761077981085県

6121010122324201918311411141316176地区

6121010122425202019321915181625309作物

■消費・安全対策交付⾦によるIPM実践地域の育成（地区推進事業）の実施状況

（３）総合的病害⾍・雑草管理（IPM）実践指針の策定

○平成17年度以降、消費・安全対策交付⾦により地域単位でのIPMの取組みを⽀援。
○これまでに、21県145地区において、のべ322作物により取組が実施。

（取組品⽬が多いのは、いちご、トマト・ミニトマト、なす、きゅうり、なし、りんご等）

－地区推進事業を活⽤した地区での取組状況－

－取組実績－
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■都道府県におけるIPMの考え⽅に基づく防除技術が普及している事例

（３）総合的病害⾍・雑草管理（IPM）実践指針の策定

（参考）https://www.maff.go.jp/kyusyu/syohianzen/nouchiku/attach/pdf/syokubou-1.pdf

－みどりの⾷料システム法に基づき、JAいぶすきエコオクラグループが取り組む「環境負荷低減事業活動実施計画」が、
⿅児島県内第１号の当該計画として2023年8⽉18⽇付けで認定された。

－当該計画では、天敵等を活⽤したIPM技術による農薬使⽤低減や⼟壌分析に基づいた化学肥料の低減等に取り組むこと
とされている。
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■都道府県におけるIPMの考え⽅に基づく防除技術が普及している事例（普及事例）、
今後の普及・定着を⽬指し産地導⼊が進められている事例（推進事例）

（３）総合的病害⾍・雑草管理（IPM）実践指針の策定

○各都道府県の植物防疫及び普及指導担当職員への聞き取りにより、令和５年末時点で、普及事例と
して173件、推進事例として190件の報告*があった。

○普及⼜は推進事例として報告のあった内容について、対象作物としては、いちご、⽔稲、なす、
なし、トマト、きゅうり等が多かった。

*︓普及事例・推進事例の区別は都道府県担当者による。原則として、地域（JA）及び作物の組合せ毎に１件と整理。

導⼊技術総合防除の対象とする病害⾍・雑草作物
天敵農薬（捕⾷性カブリダニ）、紫外線（UV-B）ランプ、⾼濃度炭
酸ガス、ほ場の太陽熱消毒、光反射シート等の導⼊ 等

ハダニ類、アブラムシ類、アザミウマ
類、コナジラミ類、うどんこ病、灰⾊
かび病、炭疽病 等

いちご

BLASTAM／フェロモントラップに基づく発⽣予測、種⼦温湯消毒、
⽥⾯均平化、冬期耕耘／浅⽔管理、畦畔の適期草刈り、機械式除草
機、グランドカバープランツ、抵抗性品種の導⼊ 等

スクミリンゴガイ、斑点⽶カメムシ、
いもち病、⽴枯性病害、雑草 等

⽔稲

天敵農薬、⼟着天敵の活⽤（紫⾊LEDによる誘引、天敵温存植物の
利⽤）、⾚⾊防⾍ネット、⼟壌菌密度の測定、⼟壌還元消毒の導⼊
等

アブラムシ類、アザミウマ類、コナジ
ラミ類、ハダニ類、⻘枯病、萎凋病
等

なす

天敵農薬（捕⾷性カブリダニ）、交信かく乱剤、⻩⾊防蛾灯、落葉
処理、⼟着天敵の活⽤に資する草⽣管理の導⼊ 等

ハダニ類、シンクイムシ類、⿊星病、
⽩紋⽻病 等

なし

天敵農薬及び天敵温存植物の導⼊、抵抗性品種⼜は耐病性品種、選
択性殺⾍剤の使⽤、⼟壌還元消毒の導⼊ 等

アザミウマ類、コナジラミ類、ハダニ
類、ネコブセンチュウ類、⻩化葉巻病、
灰⾊かび病 等

トマト

天敵農薬、紫外線カットフィルム、防⾍ネット、耐病性品種の導⼊
⼟壌還元消毒 等

アザミウマ類、コナジラミ類、施こぶ
センチュウ類、うどんこ病、褐斑病、
ホモプシス病 等

きゅうり

－普及・推進事例として報告内容の多かったもの－
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■国内での⽣物農薬等の新規登録製剤数の推移

2024年2023年2022年2021年2020年
タイリクヒメハナカ

メムシ
（ヒメハナエース，

24932）

チリカブリダニ
（チリパック，

24850）

ミヤコカブリダニ剤
（スパイカルプラス

UM，24709）

チリカブリダニ剤
（スパイデックスバ
イタル，24696）

ククメリスカブリダ
ニ剤

（ククメリスEX，
24695）

スワルスキーカブリ
ダニ剤

（システムスワルく
んロング，
24554）

チリカブリダニ剤
（チリガブリ，

24553）

タバコカスミカメ剤
（バコトップ，

24524）

チリカブリダニ・ミ
ヤコカブリダニ剤
（ミッチトップ，

24466）

（参考）
2020年以降の天敵⽣物の登録状況（数字は登録番号）

（参考）⽣物農薬の出荷状況
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■⽣物農薬等の国内出荷額の推移

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500
（百万円）

（農薬年度）

殺⾍剤カテゴリー

微⽣物殺菌剤等

フェロモン剤／誘引剤

⽣物農薬等合計

農薬年度 平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和1 令和2 令和3 令和4
殺⾍剤カテゴリー 1,624.7 1,668.3 1,752.3 1,934.3 2,080.2 2,070.8 2,193.9 2,209.0 2,245.8 2,233.1

天敵⽣物 1,003.4 1,046.3 1,095.2 1,227.6 1,253.7 1,322.5 1,437.6 1,518.5 1,580.7 1,622.1
昆⾍病原微⽣物 127.2 115.8 121.0 141.4 150.4 136.3 130.2 118.7 114.8 109.3

BT剤 494.1 506.2 536.1 565.2 676.1 612.0 626.1 571.8 550.3 501.6
フェロモン剤／誘引剤 1,586.2 1,429.7 1,554.1 1,094.4 915.5 1,057.3 952.0 967.1 947.8 851.5
微⽣物殺菌剤等 705.8 699.6 749.6 777.7 785.3 775.4 797.4 811.5 805.2 711.7

合計 3,916.7 3,797.6 4,056.0 3,806.4 3,780.9 3,903.5 3,943.3 3,987.6 3,998.8 3,796.3
農薬全体 370,100 380,213 370,423 373,360 374,969 369,309 374,384 377,545 383,805 386,630

⽣物農薬等の割合（%） 1.06 1.00 1.09 1.02 1.01 1.06 1.05 1.06 1.04 0.98

（参考）⽣物農薬の出荷状況

51注）BT剤は⽣菌剤のみを集計。



（参考）農林⽔産省におけるIPMの推進（時系列まとめ）
IPMの推進に関する主な内容年⽉

「農林⽔産環境政策の基本⽅針」の策定平成15年12⽉
「⾷料・農業・農村基本計画」の改定
→環境保全を重視した施策の展開を基本的指針に位置付け

平成17年３⽉

「総合的病害⾍管理・雑草管理（IPM実践指針）」の策定〃 ９⽉

IPM実践指標モデルの作成（⽔稲、キャベツ、りんご等）平成17年〜20年

⽇本型直接⽀払制度に基づく環境保全型農業直接⽀払い平成26年４⽉〜

「みどりの⾷料システム戦略」策定令和３年５⽉

植物防疫法の⼀部改正に基づく「総合防除基本指針」の策定令和４年11⽉

「改正植物防疫法」の施⾏令和５年４⽉

都道府県による「総合防除計画」の策定令和５年度

「改正⾷料・農業・農村基本法」の施⾏令和６年６⽉

⾷料・農業・農村基本法の⾒直し（予定）
IPM実践指針の⾒直し（予定）

令和６年度中

環境保全型農業直接⽀払交付⾦（第３期）の開始令和7年度

交付⾦による技術実証、
普及等の⽀援
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○令和５年に、農業者を対象として、発⽣予察情報の利⽤状況アンケートに併せて総合防除に対する
認知度調査を実施。

○「総合防除」の認知度、取組内容、課題について質問を実施。

－アンケート⽅法－
各都道府県毎に、⽔稲農家10名、その他農家（畑作※１・野菜・果樹）10名以上を選定し、
アンケートを依頼。

－回答者数－
981名（内訳は下図のとおり）

※１畑作︓⻨類、だいず、そば、なたね、かんしょ、飼料作物、茶、てんさい、さとうきび

243名

44名

214名
115名

365名

※２複数品⽬作付︓365名（⽔稲・畑作︓115名、⽔稲・野菜︓110名他）

（４）⽣産者のIPMに対する認識

53



聞いたことがある

聞いたことがない

無回答

• ⽣産者における総合防除の
認知度は57％。

• 作付品⽬毎では、野菜・果樹
における認知度が70％以上と
なった。

42％
（415⼈） 57％

（563⼈） （3⼈）

作付品⽬ ⽔稲 畑作 野菜 果樹
⽔稲・
 畑作

⽔稲・
 野菜

その他

認知度（％） 53 57 71 70 37 55 62

Q1 「総合防除」・「IPM」・「総合的病害⾍・雑草管理」という⾔葉を
聞いたことがあるか︖

－各作付品⽬別の⽣産者の認知度－

（４）⽣産者のIPMに対する認識
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予防︓

Q２ 普段の病害⾍・雑草防除において取り組んでいる項⽬は何か︖

判断︓

防除︓

健全な種苗・抵抗性品種の使⽤、農作物の残渣の除去、排⽔性の改善等を⾏い、病害⾍・雑草
が発⽣しにくい環境条件の整備を⾏っている 等
定期的なほ場の⾒回り、発⽣予察情報の活⽤等により病害⾍・雑草の発⽣状況を把握した上で、
防除の要否及びタイミングを判断している 等
化学農薬のローテーション散布、捕殺、防⾍ネット、マルチ、天敵の利⽤等様々な防除⼿段の
活⽤ 等

－総合防除の取組別の回答数－

●︓取組を⾏っている
ー︓取組を⾏っていない

（４）⽣産者のIPMに対する認識
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Q３ 総合防除に対してどのようなことが課題と感じているか︖

－⽣産者が感じている主な課題・意⾒－
回答数課題

213防除資材の購⼊など、慣⾏防除に⽐べてコストがかかっている
185慣⾏防除に⽐べて作業時間・⼿間が増えている
155化学農薬に⽐べて防除効果が分かりにくい
70総合防除でどのようなことを⾏えばいいか分かる教科書がない
65総合防除を教えてくれる⼈がいない

49

その他

内容（⼀部抜粋）
・当たり前のこととして実施している。
・天敵導⼊により、コストも⼿間も減った。
・薬剤の抵抗性に関する情報が欲しい。
・総合防除が活⽤できる病害⾍に限りがある。
・雑草防除に係る総合防除が課題と考えている。 等

（４）⽣産者のIPMに対する認識
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■⾷料安定⽣産に資する新たな病害⾍危機管理対策・体制の構築（H30年度〜）
事業名委託事業による検討内容等課題

病害⾍の防除に直結す
る発⽣予察体制への転
換委託事業

〇病害⾍調査データ収集アプリケーションの作成及び実証（H30〜R2）
病害⾍発⽣情報の収集や集計・発信を効率化するWebアプリケーションの作成及び

実証。

発⽣予察調査
の効率化

病害⾍発⽣に係る情報
の収集⼿法・発⽣予測
の⾼度化委託事業

〇発⽣予察⽤のアプリケーションの作成（R3〜R5）
維持費・都道府県の要望等を考慮し、「病害⾍の防除に直結する発⽣予察体制への

転換委託事業」で開発したWebアプリをオフライン化（スタンドアローン型化）を実
施。令和５年度にアプリを都道府県に配布。

（５）総合防除の推進に係る予算事業等での近年の取組

（参考及び引⽤）https://www.maff.go.jp/j/syouan/syokubo/gaicyu/syokubo_seika/syokubo_seika.html
オフライン版アプリ機能の概要
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事業名委託事業による検討内容、確認された課題等課題

病害⾍発⽣に係る情報
の収集⼿法・発⽣予測
の⾼度化委託事業

〇AI・ドローンを活⽤した害⾍発⽣状況の把握（R2〜R4）
・AIとカメラを⽤いて、ハスモンヨトウを対象とし、

－フェロモントラップへの誘殺を遠隔地から⾃動カウントする⼿法、
－捕殺せず、誘引個体を遠隔地から⾃動カウントする⼿法
についてそれぞれ検証。粘着板を使⽤しない後者について、従来と同様の発⽣消⻑
を捉えられることが確認された。本⼿法のマニュアルを都道府県に配布。

・ドローンを活⽤した被害調査⽅法（ハスモンヨトウ、ウコンノメイガ、縞葉枯病）
を検証。AIの検知精度向上が課題。

発⽣予察調査
の⾼度化

病害⾍の効率的防除体
制の再編委託事業

〇ベトナムRYNAN社製の新型予察灯の実証（R4〜R5）
・スマート害⾍モニタリングシステム（独⽴電源による⾃動判別及びカウント機能）

と従来の予察灯を⽤いて、誘引能⼒や省⼒化等を検証。
・多くの⽔稲害⾍や⼤型カメムシ類等について、既存予察灯と同程度の誘殺数を確認。
・⼤型害⾍に対するAI識別精度はある程度⾼いが、⼩型の害⾍（ウンカ類等）では誤

認識する事例が多く、引き続き、AIの精度向上が課題。

病害⾍発⽣予察の調査
⼿法の⾼度化委託事業

〇りんご褐斑病及び⿊星病について新たな発⽣予察調査法の開発・検証
〇いねウンカ類AI⾃動カウントシステムを利⽤した発⽣予察⼿法の開発・現地実証
〇アザミウマ類の⾃動判別⼿法の開発
〇効率的な薬剤感受性検定⼿法の調査研究 ※いずれもR6年度から実施中

（５）総合防除の推進に係る予算事業等での近年の取組
■⾷料安定⽣産に資する新たな病害⾍危機管理対策・体制の構築（H30年度〜）

（参考及び引⽤）https://www.maff.go.jp/j/syouan/syokubo/gaicyu/syokubo_seika/syokubo_seika.html

⽬視とAI検知による誘殺ハスモンヨトウ数の計数⽐較
（左︓⽯川県かほく市湖北、右︓同内⽇⾓）
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事業名委託事業による検討内容等課題

病害⾍の防除に直結す
る発⽣予察体制への転
換委託事業

〇１kmメッシュ農業気象データを活⽤した病害⾍防除適期予測システムの実証
（H30〜R2）

１kmメッシュ農業気象データを⽤いた病害⾍の発⽣・防除適期予測を⾏う防除適
期予測システムについて、各種病害⾍（ヒメトビウンカ、いもち病、縞葉枯病、イ
チモンジセセリ、クワシロカイガラムシ）へ応⽤可能か検証を実施。

気象データを
活⽤した防除
適期予測シス
テムの実証

病害⾍発⽣に係る情報
の収集⼿法・発⽣予測
の⾼度化委託事業

〇発⽣予測シミュレーションモデルを活⽤した病害⾍発⽣予測（R2〜R5）
・ハスモンヨトウの発⽣予測シミュレーションモデルを作成し、病害⾍の発⽣時期の

予測と発⽣予察情報への活⽤を含む運⽤⽅法を確⽴。確⽴されたシミュレーション
モデル・プログラムを都道府県に配布。

・オオタバコガ及びシロイチモジヨトウへの適⽤可能性についても検証を実施。

病害⾍の効率的防除体
制の再編委託事業

〇りんごの⿊星病（H30〜R2）︓DMI剤及びQoI剤耐性菌の調査、薬剤に関する試験、
診断技術の確⽴、落葉処理⽅法の開発など防除体系の実証・確⽴。

〇⽔稲の種⼦伝染性病害（H30〜R2）︓防除技術の実証、防除体系の確⽴。
〇だいずのウコンノメイガ（H30〜R2）︓発⽣予察技術の確⽴。
〇⽔稲のスクミリンゴガイ（R2〜R3）︓総合防除体系の検討。

各種病害⾍の
防除体系の

確⽴

（５）総合防除の推進に係る予算事業等での近年の取組
■⾷料安定⽣産に資する新たな病害⾍危機管理対策・体制の構築（H30年度〜）

（参考及び引⽤）https://www.maff.go.jp/j/syouan/syokubo/gaicyu/syokubo_seika/syokubo_seika.html 59

現⾏よりも細かいエリアでの
病害⾍発⽣情報の発信イメージ



【取組内容】
○都道府県の病害⾍防除所が公開している病害⾍の発⽣予察情報をWAGRIの予察情報APIとして提供

する仕組みを構築。
○「予察情報API」とは全国の発⽣予察情報を毎⽇⾃動取得・蓄積し、営農管理アプリ等のリクエスト

に応じて発⽣予察情報を提供するAPI。本APIをICTベンダー等が利⽤することで、開発した営農管
理アプリ等を通じて全国の病害⾍予察情報を素早く⽣産現場に伝えることが可能。

⾃ら検索するか、情報提供がなければ
予察情報の取得が困難であった

WAGRI API（予察情報API）を通じて様々な
ベンダーアプリなどがリアルタイムに予察情報を

取得し、農業者に提供することができる

農業者

都道府県の
ホームページ

技術普及員や指導員
からの情報提供

各都道府県の予察情報
を⾃ら検索

技術普及員・指導員

これまでの予察情報の取得

農業者

予察情報APIを活⽤した予察情報の⼊⼿

アプリB

アプリC

アプリA

（参考及び引⽤）https://www.maff.go.jp/j/syouan/syokubo/gaicyu/datakatuyo/attach/pdf/index-16.pdf

■みどりの⾷料システム戦略実現技術開発・実証事業費補助⾦等のうちスマート農業の総合推進対策の
うち農林⽔産データ管理・活⽤基盤強化事業（R4年度）

（５）総合防除の推進に係る予算事業等での近年の取組
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■予察情報APIのMAFFアプリへの実装

（参考及び引⽤）https://www.maff.go.jp/j/kanbo/maff-app.html

○MAFFアプリは、農・林・漁業に携わる皆さまに役⽴つ情報を農林⽔産省から直接お届けするスマホ
⽤アプリ。プロフィールとして設定された居住地域や作⽬、関⼼事項等に応じて、役⽴つ情報を届
けることができる。

○MAFFアプリと予察情報の連携について、令和６年９⽉下旬に実装。

（５）総合防除の推進に係る予算事業等での近年の取組
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○グリーンな栽培体系とは、化学農薬・肥料の低減や、温室効果ガスの削減に繋がる「環境にやさし
い栽培技術」と、慣⾏に⽐べ「省⼒化に資する技術」を組み合わせた栽培体系のこと。

○みどりの⾷料システム戦略の実現に向けて、産地に適した「環境にやさしい栽培技術」と「省
⼒化に資する先端技術等」を取り⼊れた「グリーンな栽培体系」へ の転換を推進するため、
産地に適した技術を検証し、定着を図る取組を⽀援。技術を本格導⼊する前に、防除コストや効
果や収量などについて実証することが可能。

（参考）https://www.maff.go.jp/j/seisan/gizyutu/green/index.html

◎取組実績（化学農薬の使⽤量低減）
（継続地区は前年度からの継続）

R4年度︓新規107地区
R5年度︓新規44地区＋継続49地区＝93地区
R6年度︓新規52地区＋継続48地区＝100地区

◎取組の多い技術例
⽔稲︓機械除草（アイガモロボット、ラジコン）、抵抗性品種の導⼊
等
野菜（露地）︓LED防蛾灯、⼟壌くん蒸剤の代替（低リスクな代替薬剤、
緑肥） 等
野菜（施設）︓天敵資材の導⼊、防⾍ネット、紫外線（UV-B）照射等
果樹（露地・施設）︓天敵資材の導⼊、機械除草（ラジコン草刈機）等

✓現在、令和４年度及び令和５年度に事業が終了した86件の取組に関して、事業で検証した「環境にやさ
しい栽培技術」及び「省⼒化に資する先端技術」について、⽅法、効果、コスト、作業性等の普及や導⼊
に必要な情報のほか、新しい技術を反映した栽培暦等を記載した栽培マニュアル及び産地戦略が公開され
ている。

■グリーンな栽培体系への転換サポート事業による総合防除技術の産地導⼊⽀援（令和４年度〜）

（５）総合防除の推進に係る予算事業等での近年の取組
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